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Ａ．研究目的 

アドバンス・ケア・プランニング(ACP)は、患者の権

利擁護意識の高まりや患者中心のケアへの要請を

背景として、臨床現場において重要性が高まってい

る。とくに、患者の価値観や意向を踏まえた医療・

ケアの提供を実現するためには、多職種が協働して

話し合いを重ねるプロセスが重要である。 

本研究では、医療現場におけるACPの定着に向けた

課題を明らかにし、対応策を検討することを目的と

して、量的調査(質問紙調査)および質的調査(イン

タビュー調査／アクションリサーチ)を計画した。 

特に、臨床現場における多職種グループによる話し

合いの実態に着目し、患者中心の視点からその質を

評価することを目指した。 

 

本研究におけるアクションリサーチの目的は、以下

の3点である。 

1）Group’s SDM評価指標(図1)を用いて、ACP実践

病院における多職種グループディスカッションを

患者中心の視点から評価し、その実態を明らかにす

ること。 

2）組織的な多職種によるACP実践の促進要因および

阻害要因を明らかにすること。 

3）ACP実践者の視点から、多職種によるACP実践を

改善するための具体的方策を明らかにすること。 

 

Ｂ．研究方法 

1.研究デザイン 

本研究は、量的調査(質問紙調査)と質的調査(イン

タビュー調査/アクションリサーチ)を組み合わせ

て、医療現場におけるACP実践の実態と課題を把握

する研究として計画した。 

量的調査は2025年12月から2026年1月に実施し、質

的調査は2026年1月から3月に、各研究分担者が担当

して実施する計画とした。 

 

2.質問紙調査 

量的調査では、施設管理者および臨床実践者を対象

に、ACPの認知、実践状況等を把握するための質問

紙調査を実施した。 

また、質問紙調査票には、アクションリサーチへの

研究協力意向を確認する項目を設けた。 

アクションリサーチの候補者は、質問紙調査におい

て「ACPを知っている」かつ「ACPを実践している」

と回答した者のうち、研究協力に同意した者とした。 

 

研究要旨 

本研究は、臨床実践者および施設管理者の視点から、アドバンス・ケア・プランニング(ACP)

の実践状況と課題を把握し、ACP実践の普及・定着を阻害する要因を明らかにすることを目的

とした。 

ACP実践には、組織内外の多職種が関与する意思決定支援が不可欠である。そこで本研究では、

量的調査(質問紙調査)によりACPの認知および実践状況を把握した上で、ACPを知っており、

かつACPを実践していると回答した者を対象に、Group’s SDM評価指標を用いたアクション

リサーチへの協力者を募集した。 

その結果、研究協力の意向を示した者は11名であった。このうち組み入れ基準に適合しない6

者を除外し、さらに研究分担者から紹介のあった1名を追加した結果、調整対象者は6名となっ

た。各候補者に研究協力調整を依頼したが、6名全員から辞退の回答があり、アクションリサ

ーチの実施には至らなかった。 

辞退理由としては「理由なし」が最も多く、次いで、多職種および患者・家族から研究協力同

意を得ることの難しさ、組織内手続きに伴う時間的・事務的負担、日程調整の困難さが挙げら

れた。 

ACPにおける多職種グループの話し合いプロセスを第三者が客観的に可視化する研究は、研究

協力施設の確保や同意取得手続きの面で大きな実施上の障壁を有することが示唆された。 
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3．アクションリサーチ 

アクションリサーチでは、ACP実践病院における多

職種グループディスカッションを対象として、

Group’s SDM評価指標を用いた観察・評価を行うこ

とを計画した。 

組み入れ基準は、200床以上の急性期病院など、対

象病院種別に該当し、かつ新たな知見の提供が期待

できる組織とした。 

質問紙調査で協力意向を示した候補者に対し、個別

に研究説明および協力調整を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

質問紙調査は、国立長寿医療研究センター倫理・利

益相反審査に承認を得て実施した。(№1985) 

アクションリサーチは、国立長寿医療研究センター

倫理・利益相反審査に承認を得て実施した。(№

1995) 

 

Ｃ．研究結果 

1.量的調査の結果 

量的調査では、施設責任者票の回収数は149件（回

収率7.5％）、スタッフ票は医師119件（4.0％）、看

護師または医療ソーシャルワーカー等165件（5.5％）

であった。 

施設管理者では、「ACPを知っている」と回答した

者が90％を超え、「ACPを実践している」と回答し

た者は約75％であった。 

臨床実践者では、「ACPを知っている」と回答した

者が約95％であり、「ACPを実践している」と回答

した者も約75％であった。 

 

2.アクションリサーチ候補者の回答結果(図2) 

量的調査の回答者のうち、アクションリサーチへの

研究協力意向を示した者は11名であった。 

このうち、組み入れ基準に適合しない6名を除外し

た。さらに、研究分担者から紹介のあった1名を追

加し、最終的に6名を研究協力調整の対象とした。 

各候補者に対して個別に協力依頼および調整を行

ったが、6名全員から研究協力辞退の回答があり、

アクションリサーチの実施には至らなかった。 

 

3.辞退理由 

辞退理由として最も多かったのは「理由なし」(理

由不明)であった。 

次いで、多職種や患者・家族から研究協力同意を得

ることの難しさ、組織内における研究実施手続き

の負担、日程調整の困難さが挙げられた。 

 

Ｄ．考察 

1. 調査結果からの示唆 

量的調査結果から、ACPの目的を「患者・家族が人

生の最終段階の医療・ケアについて話し合うこと」

と理解している医療従事者は半数を超えており、

ACPの国際定義1)2)に照らすと十分ではない理解を

している回答者が多数確認された。「ACPとは、専

門職と患者・家族＋αが話し合い、理解を共有し、

認識を補完するプロセスである」と理解している者

は約25％にとどまっていた。 

様々なACP研究の蓄積により、現在ACPは継続的な

「話し合いのプロセス」(過程)が強調されている。

今回の調査結果からは「話し合いのプロセス」(ど

のように話し合ったのか)ではなく、「話し合うこ

と」(行動）として理解されていることが示唆され、

医療従事者によるACPの正確な理解に基づく実践が、

必ずしも十分に行われていない可能性が示唆され

た。 

ACPが「人生の最終段階の医療・ケアに関する話し

合い」あるいは「患者・家族が行うもの」と限定的

に理解されている場合、病状が進行する前の段階か

ら日常診療やケアの関わりの中で継続的に対話を

重ねるという実践にはつながりにくい。 

したがって、臨床実践者の認識そのものが、ACP実

践の阻害要因の一つである可能性がある。 

また、本研究では、患者中心の視点から多職種グル

ープによる話し合いの実態を直接把握することを

目指してアクションリサーチを計画したが、研究協

力施設を確保できず、実施には至らなかった。しか

し、この結果自体が、ACPの話し合いプロセスを第

三者が客観的に評価するには大きな障壁が存在す

ることを示している。 

具体的には、多職種や患者・家族からの同意取得の

難しさ、院内手続きの負担、日程調整の困難さが、

実施上の主要な障壁として考えられた。 

日本におけるACPに関する研究は、実践者自身によ

る報告や教育的介入の報告が中心であり、利害関係

のない第三者が客観的な指標を用いて、リアルタイ

ムに話し合いの質を評価した研究は限られている。

今後、患者中心のACPの実態を可視化するためには、

第三者評価の必要性を維持しつつも、現場の負担を

軽減できる研究デザイン、同意取得手順の簡素化、

対象施設との事前調整方法の工夫が必要である。 

 

2.研究の限界 

アクションリサーチが実施できなかったため、多職

種グループによるACPの話し合いプロセスを直接観

察・評価することはできなかった。 

そして、辞退理由の詳細について十分に聴取できて

おらず、実施困難要因を網羅的に把握できたとは言

えない。 

さらに、量的調査結果は自己申告による回答であり、

実際のACP実践の質を直接反映しているわけではな

い。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、量的調査に回答した施設管理者および

臨床実践者の多くがACPを認知し、一定割合がACPを
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実践していると認識していることが示された。一方

で、ACPの概念理解にはばらつきがあり、正確な理

解に基づく実践が十分でない可能性が示唆された。 

また、Group’s SDM評価指標を用いたアクションリ

サーチは、研究協力施設の確保ができず実施には至

らなかった。しかしその過程を通じて、多職種およ

び患者・家族からの同意取得の難しさ、院内手続き

の負担、日程調整の困難さなど、第三者による客観

的評価研究を進める上での実施上の障壁が示唆さ

れた。 

今後は、現場負担を軽減した研究デザインの工夫や、

実施可能性を高めるための調整手順の整備を進め

た上で、多職種グループによるACPの話し合いプロ

セスを客観的に可視化する研究が求められる。 

 

Ｆ．研究発表 

 1.  論文発表 

 Hisayuki Miura, Yuko Goto. Shared decision 

making and advance care planning in the 

context of promoting home medical care in 

Japan: A narrative review. Geriatrics & 
Gerontology International, 2026 Feb 

25;26(3):e70423.DOI: 10.1111/ggi.70423 

 2.  学会発表 

 無し 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 

 無し 

 2. 実用新案登録 

 無し 

 3.その他 

 無し
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図1. Group's SDM評価指標 

日本で開発された、多機関や多部門に所属する多職種によるグループディスカッションに 

おいて、患者中心の視点で治療や療養の方向性の話し合いが行われている程度を測定する 

評価指標3) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2. アクションリサーチ研究対象者の抽出および協力調整のフローチャート 
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